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図1 総人口の推移  
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資料：総務庁「国勢調査」、「10月1日現在推計人口」、厚生省人口問周研究所「日本の将衆推計人口  
（平成4年9月推計）」をもとに国土庁汁画・網竪局作成。  

ただし、四全紙想定値は、厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人口（昭和61年12月推計）」  

の中位推汁の値を用いている。  

図2 家計貯蓄率と老年人口比率（国際比較）  図3 主要先進国の高齢者人口比率の推移  
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注）1．娃設省資料  
2，原データ：United Nations，World Popu）ation PrespecしS  

：btima【ぴand Proj∝tions asÅ∬eS父din1990  
日本l土仔生省人口問題研究所「日本の洞泉相計人口JIP  

位推汁及び捻矧拝唱紛調査」（1985年、1990年の国分調  

査は捻群庁統計局が行っている．）  

3．高齢者人口比串＝65級以上／比人口   
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老 年 人 口 比 中  

江）1．建設省焚斡   
2．原データ：OECl〕．EconomicOu1look，Labour Force Sta（islics  

3．家計貯署申は岨貯署叫   
4．老年人口比申＝（65竣以上人口）／（15－6臓人口）×100  
5，データけ1980－90年の平均  
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図5 製造業対外直接投資件数と国内工場立地件数の推移  
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只H：大蔵省資料、通商在英省「工場立地動向調査」等をもとに国土庁計画・調竪局作成。  

注Ⅰ：封外直ほ投資は沌券取牒、金抜斉何で届出ベース。   

2：対外直ほ投牒・‥年鑑ベース、工場立地件放・・暦年ベース。   

3：93年の工場立地件放は速裡ベース。   

4：（）内政旺比対米ドル円相場（インターバンク直物中心レート（年皮平均））。  
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染料：総哩府広報室「国民生缶引こ関する．世論那査」（平成4年5月）  

漬料山所：総理府「†祝光仁蘭」（平成5年版）   
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図7 新設住宅利用関係別着工戸数の推移  
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図8 マンション発売戸数の推移   
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哀3 市街地価格指数   

大  阪  圏  

全 用 途   住 宅 地   南 米 地   全 用 途  

前 訊  
指数  前年比 （％）  指数  年比 （％）  指数  I比 （％）  指数   （％）   

昭和60年9月  43．7  36．7  40．6  36．8  32．1  35．3  
61年3月  48．3  8．7  48．6  17．3  43．4  11．0  ● 37，4  3．3  33．0  5．1  36．0  4．0   

9月  54．1  器．8  48．0  30．8  49．9  22．9  38．0  3．3  34．1  6．2  ：蛤．8  4．2   

62年3月  68．4  47．7  60．5  49．0  62．1  43．1  ：娼．9  4．0  ：好．6  7，9  37．9  5．3   

9月  96，3  78．0  87．5  82．3  88．2  76．8  41．4  8．9  38．7  13．5  40．5  10．1   

63年3月  ●  42．1  93．5  54．5  ・92．1  48．3  46．8  20，3  45．1  28．7  46．2  21．9   

9月  93．6  AZ．8  93．2  6．5  ‘91．8  4．1  －52．9  27二8  52．2  34．9  52．8  30．4   

平成元年3月  93．5  ▲3．8  94．4  1．0  92．7  0．7  62．4  33．3  63．3  40．4  63．1  ：娼．6   
9月  95，6  2．1  96、5  3．5  95．4  3．9  76．9  45．4●  77，7  48．9  77．5  46．8   

2年3月  1∞．0  7，0  1Ⅸ）．0  ．5．9  100．0  7．9  100、0  60．3  1（刀．0  58．0  1（X）．0  58，5   

9月  103．8  8．6  103．3  7．0  104．0  9．0  107．4  39．7  1（裕．6  37．2  107－．5  ：娼．7   

3年3月  103．8  3．8  104．2  4．2  104．7  4，7  102．8  2．8  103．8  3．8  104．0  4．0   

9月  100．8  A2．9  103．0  ▲0．3  102．9  ▲1．1  90．8  A15．5  95．4  AlO．5  94．0  息12．6   

4年3月  93．6  A9．8  97、7  A6．2  97．1  ▲7．3  78．1  A以，0  83，9  A19．2  82．1  A21．1   
9月  87．0  A13．7  91．0  All．7  91，0  All．6  70．3  A22，6  74．5  息21．9  74．0  A21．3   

5年3月  80．1  A14．4  81．0  息17．1  83．1  A14．4  64．3  A17．7  66．5  A20．7  67．3  A1810   
9月  75．7  A13．0  73．4  A19．3  77．3  A15．1  61．5  A12．5  60．9  A18．3  63．3  A14．5   

6年3月   72．7  A9．2  66．9  A17．4  72．8  A12．4  ■59．8  A7．0  56．7  A14．7  60．4  息10．3   
9月  70，8  ▲6、5  61．・8  A15．8  69．3  AlO．3  5臥8  ▲4、4  53．0  息13．0  58．2  ▲8，1   

7年3月  69．4  ▲4．5  57．2  A14．5  66．3  A8．9  57．4  ▲4、0  48．9  息13．8  55．3  ▲8．A   

資料：（財）日本不助産研究所「市街地価格指数」   

注1．東京圏とは、首都圏整簡法による既成市街地および近郊整備地帯の全域である   
2．大阪圏とは、近畿圏整備法による既成市街地および近郊整備区域の全域である   

3．指数は、平成2年3月を100とした指数   



108 土地総合研究1995年秋号  

図10 開発許可面積及び土地区画賂理事薬認可面積の推移  

昭和4849 50 515Z 53 54 55 5G 57 58 59 60 6162 63平成元2 3 司 5 （牢庇）   

資料：建設省訴ペによる。   

注：1 開発許可とは，都市計画法第29．条及び法附則第4項に基づく開発許可のうち主として住  
宅の建築の用に供する目．的で行う開発許可面鏡である（附則第4頓に基づく許可について  
は．昭和50年庶以降である。）。  

．2 開発許可面皆の昭和・48．49年度数価は，旧「住宅地造成中某に関する法律j による認可  
面積を加えたものである。  

3 土地区画整理事業認可面培は，個人■共同．組合．公共団体．行政庁．・住宅・抑市拉備  
公団．地域振興在職公団，地方住宅供給公社施行の合計である。  

図11通勤。通学者の所要時間帯別分布の経年変化  
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資料）平成2年大郡市文通センサス（巡柏省）  

注）1．都心3区 首印田二架別路・千代m区、推区、小火区 近他閏＝大阪市・北直、中央区、  

酉区  

2．再‖畏時膵I不明を除く   
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図12 地価高騰期における地価と人口減少率の関係（東京都）  

O l．000．000 2．000．000 3．000．000 4．000．000 5．000．000 6，000．000 了．000，000 8．000．000 g．000．000川．000．000（円／d）  

㊥ 昭和60～63年の人口減少率（実測値）  
一昭和60～63年の人口減少率（回帰推計値）  
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表4 不動産業業況指数・全国  

住宅宅地分譲業．  ビル賃貸業  

年  月  経常の状況   
不助産流通業  

3カ月  経営の状況   3カ月後  経営の状況   3カ月後  
の見通し．  の見通し  の見通し   

平成5年7月   A12．3   17．7   ▲28．6   泌．8   A31．4   11●，0   

10月   息19．5   5．5   ▲30．2  A37．2   息33．1   A21．5   

平成6年1月   A16．4   ▲6．9   息30．0   A37．5   Å43．8   A15．5   

4月   息0．8   11．9   底37．2   息25，6   息10．1   15，2   

7月   2．3   息0．8   A39．7   底20．5  息30．9   息3．3   

10月   4．0  息16．9   底37、2   A12．8   Å朗．2   底11．7   

平成7年1月   ・息23．4   ▲27．4   底38．5   息14．1   A46．6   A20．5   

4月   息36．9   ・息Z7．9   息43，4   All．8   A52．5   Å28．8   

7月   A46．4   Å29．8   息44．6   息16．2   息51．2   A30．2   

資料：（財）土地竣合研究所「不助産梨業況等調査結果」  

注1：経営の状況＝（「良い」×2＋「やや良い」）－（「靂し、」×2＋「やや雇い」））／2／回答致×100  

3ケ月後の見通し＝（「良くなる」×2＋「やや良くなる」）－（「麿くなる」×2＋「やや靂くなる」））  

／2／回答数×100   

図14 不動産業業況指数・全国  

5年7月  10月  6年1月  4月  7月  10月  7年1月  4月  7月  

3カ月後の見通し  

5年7月  10月  6年1月  4月  7月  10月  7年1月  4月  7月   
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哀5 不動産業の経営指標。全国   

項目   売上帝経常利益率（％）  借入金負担率（％）  

全産巣  建設業・  不助産業  全産業  建設業  不動産業  全産業  建設業  不助産巣   

平成元年度（1989）   ．5   3，5  11．2   3．0   3．3   5．3   2．0   1．4   9．8   

平成2年虔（1990）   3．5   3，9  11．5   2．7   3．4   3．1   2．4   1．7  11．8   

平成3年度（1991）   3．3   4．0  11．0  2．3   3．4  ▲1．4   2．6   1．9   16．9   

平成4年度（1瑛詑）  2．8   3J8   9．2   1．8   3，2  彪．8   2．4   1．7   16．7   

平成5年鹿（1関3）   2．．2   3．2   6．9   1．4   2．8  ▲ヱ．4   2．1   1，4   13．6   

平成2年7～9月  4．0   4，7   14．6   2．8   4．1   3．1   2．6   1，9   15．3   

10～12月   4．2   4．2  13．5   2．9   3．4  ▲1．1   2．8   2．1   18，5   
平成3年1～3月   4．1   5．2  13．4   2．9   4．4   0．9   2．6   1．8   17．5   

4～6月   4．2   4．6  13．4   亭・0   3．9  ▲2‥7   2．7   2，1   21．7   

7～9月   3．6   4．7   13．6   2．3   3．8  A4．1   2．7   2．2  22．0   
10へ′12月   3，6   4．1   13．7   2．5   3．3  Al．8   2．5   2．1   20．4   

平成4年1へ′3月   3．6   5．6   9．9   2．4   4，9  ▲6．8   2．5   1．6  20．4   

4～6月   3．3   4，5   10．2   2．2   3．6  A6．5   2．4   1．6  21．2   
7～9月   2．8   4．0  10，4   1．8   3．5  A3．8   2．9   1，8   16．6   
1ひ）12月   2．7   2．9   9．2   1．6   2．3  A5．6   2．3   1．9   17．9   

平成5年1～3月   3．2   6．0  11．0   2，1   5．2  ▲1．3   2．1   1．4   15．1   

4～6月   3．0   4．0  14．0   2．1   3．5   0．4   2，2   1．8  17．7   
7～9月   2．4   3．8   9．8  1．4   3，3  ▲5．7   2．1   1．6   18．9   
10～12月   2．4   2，4  10．7   1．5   2，0  息2．4   2．0   1．5   17．2   

平成6年1～3月   2，8   5．9  10．7   2，0   5．2   0．1   1．8   1．2   12．7   

4～6月   2．9   4．1   11．7   2．1   3．7   0．2  1．8  1．5   14．1   
7～勺月   2．6   3，2   9．6   1．8   2．7  AO．3   1，7   1．4   12．8   
10～12月   2．7  2．3   9．3   1．9   2，0  AO．9   1．7   1．3   12．6   

平成7年1～3月   3．0   4．8   10．8   2．1   4．4   1．6   1．7   1．1   10．8   

資料；大蔵省「財政金敵統計月報」（猿人企梨統計年報特典）   

注1．売上高営業利益率＝営巣利益／売上高×1∞   

2．売上高桂常利益率＝経常利益／売上高×1∞   

3．昏入金負担率＝支払利息・割引料／売上高×1∝）   

図15 不動産業の経営指標・全国  

2年7～10－ほ3年1～4～ぢ月7－9月10～㍑畔1～ト竜月7～9月1か」j5年トト6月7へづ月1ひ～u6年1～4■－ぺ月7へつ月1ひ－u7年ト  
9月  月  3月  月  3月  月  3月  月  3月  月  3月   
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表6 総貸出残高と不動産業向け貸出残高。全国  

年 月   胎●貸 出 残 高  不動産業向け貸出残高  B－A  

憤 円   A前年比ば）   憺 円   B前年比ほ）   

平 Z l男0）12月   4，739，与48   7．7   484，氾3   ＿ 3．4   A4．3   

平成3年（1男1）12月   4．958．476   4．6   5（謁．ご氾   4．4   AO．2   

平成4年（199Z）12月   5．067，恥5   2．2   575，092   5．1   2．9   

平成5年（1993）12月   5，109．572   0．8   599，921   4．3   3．5   

平成6年（1994）12月   5，087，：53   息0．4   610，168   1．7   2．1   

平成5年5月   4．989，688   0，9   586，α犯   5．6   4．7   

6月   5．∝軋835   1．0   589，179   5．9   ．4．9   

7月   5．D4′l．387   1．6   592．036   5．6   4．0   

8月   ・5．015，758   1．1   593．∝減   5．6   4．5   

9月   5，（冶0，021   1．3   590，∝）3   4．4   3．1   

10月   5，022，354   0．8   591，028   4．4   3，6   

11月‘   5，022．678   0．5   593．幻7   4．1   3．6   

・12月   5，109．572   0．8   599，921   4，3   3．5   

平成6年1月   5，ひ娼．55Z   AO．2   6（札695   3．7   3．9   

2月   5．ひ蛇，別5   AO．Z   601，115   3．1   3．3   

3月   5．079，273   0，0   603．146   2．9   2．9   

4月   5，024．727   0．3   598，151   2．3   2．0   

5月   4，971．180   AO．4   598，612   2．1   Z．5   

6月   －4，988，瑚   AO．4   600，628   1．9   2．3   

7月   5，012，362   AO．6   601．8刀   1．7   2．3   

8月   4．989，809   AO．5   602，脚   1．7   2．2   

9月   5．038，111   AO．4   602，373   2．1   2．5   

10月   4，984，（娼9   AO．8   602，378   1．9   2．7   

11月   4，954，362   ▲1．4   ●1●一 ●く●7－   1．9   3．3   

12月   5．087．：巧3   AO．4   610，168   1．7   2．1   

平成7年1月   5，028，437   AO．4   610．752   1．7   2，1   

2月   5，028，！格5   AO．3   613．455   2．1   2．4   

3月   5，059，4ゼ   AO．4   617，556   2，4   2．8  

4月  5,020,050 ▲0．1  612，657  2．4  2．5  

5月  4，淡泊．386  AO．1  611，別占  2．2  2．3   

資料：日東銀行「経済統計月報」  

注：貸出残高は全国斜行親行勘定と全句斜行信託勘定ゐ合計   

ただし、平成4年3月までの不助産菓向け貸出扱高には当座貸越を含まない。   
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《参考資料》  

資料rl  

（万件）  

売買による土地取引件数の推移  

400   

350   

300   

250   

200   

150   

100   

50  

0   

昭和  平成  

41424344454647484950515253545556与7585叩0616263元23456（年）  

資料：法務省「民事・訟務・人権統計年報」による。   

注：1．地域区分は，次による。  

東京圏：埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県  

大阪圏：京都帝，大阪府，兵庫県  

名古屋圏：愛知県，三重県  

地方圏：上記以外の地域  

2 （）内は，村前年比伸び率（単位：％）である。  

資料－2  地価と国内総生産の推移  

資料：経済企画庁「国民経済計算年報」及研郷日本不動産研究所「市街地価格指数」  

による。   

注：六大都市とは，東京区部，横浜，名古見京都，大阪及び神戸。   
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資料－3 平成5年における土地取引に伴う資金の流れの試算図  

購入主体  

売却主体  

資料：国土庁推計による。   

注：1（）内は平成4年の金額である。  

2 この試算の購入，売却主体の分類は，経済企画庁「国民経済計算」の制度部門  

の分類とは異なる。  

3 金融機関等借入金額については，国土庁「土地保有移動調査」，「企業の土地  

取得状況等に関する調査」，大蔵省「法人企業統計調査」等より推計した。  

4 購入主体別購入額は，国土庁「監視区域詳細調査」，「土地取引規制基礎魂査」，  
「都道府県地価調査」等により推計した。  

5 売却主体別売却額は，上記4及び経済企画庁「国民経済計算」等より推計した。  
6 個人の売却代金の使途については，国土庁「土地保有移動調査」から推計した。  

なお「その他」は税の支払い等である。   
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資料－4  
土地資産額の推移  

昭和58 59 60 61 62 63 平成元 2  3  4  5 （年）   

資料：経済企画庁「国民経済計算年報」による。   

注：（）内は，対前年比伸び率（単位：％）である。  

マンション価格と年収倍率の推移  資料－5   

（万円）  

7，000  

6，000  

5，000  

4，000   

3，OqO   

2，000  

1，000  

0   3   

昭和5859 60 61 62 63 平成元 2 3 4 5 6（奉）   

棒グラ フ：新規売出しマンション平均価格（70nf換算）（左目盛り）  

折れ線グラフ：年収倍率（右目盛り）  

資料：国土庁作成による 

． 

ション平均価格（70m2換算）である。  

東京圏：－埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県  

2 年収は，総務庁「貯蓄動向調査」による京浜地区の勤労者世帯の年収  
の平均である。  

3 （）内は，対前年比伸び率（単位：％）である。  
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資料－6  オフィス入居率の推移（東京圏）  

平成元  2  3  4  5  6 （年）  

・－・◎一束京都心3区 一・・か・・束京都心周辺5区 サ束京周辺15区  

一計一多摩地域 －ト埼玉県・－1ト千葉県 －サー神奈川県  

資料：㈱生駒データサービスシステム（IDSS）「オフィスマーケット  

レポート」より国土庁作成。   

注：区，県の分類は，IDSSの調査区域の統合によった。  

資料－7   

（円／坪）  

オフィス賃料の推移（東京圏）  

10，000   
平成元  2  3  4  5  6 （年）  

ー⑫・－・東京都心3．区 ｛東京都心周辺5区 －・亡ト一束京周辺15区  

一計一多摩地域  －や－岬埼玉県 一金一千葉県  一や－神奈川県  

資料：資料－6に同じ。   
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資料－8   地価高騰期における地価と人口減少率の関係（東京都）  

（％）   

2  

0  

－2  

－4  

－6  

－8  

－10  

－12  
0 1，000J伽 2β00，0003，0町仰0 4聞0誹0 5，000ー000 6，000，（削 7，000，000 8，000，000 9聞0，00010，00耶00（円／ポ）  

㊥昭和60～63年の人口減少率（実測値） 一昭和60～63年の人口減少率（回帰推計値）  

資料：国土庁「地価公示」及び住民基本台帳から国土庁作成。   

注：1図表中の曲線部分は，地価高騰期に地価が非常に高くなった市区町村（昭  

和63年の地価公示価格による住宅地平均価格が100万円／ぱ以上の地区）に  

ついて，人口減少率を従属変数（被説明変数），地価，地価の平方根を独立  

変数（説明変数〉 として回帰分析を行った場合の回帰式である。この回帰式  

は，①地価の高さに応じて人口減少率も高くなること，②ただし，地価の高  

さに応じる人口減少率の伸びは次第に限界（人口減少率約10％）に近づくこ  

とを示している。  

2 この式は地価と人口減少率の関係を説明するために曲線近似を行ったもの  

であり，回帰推計値と実際の人口減少率の差は地価によって説明できない部  
・分であるが，図表中の曲線と実測値が接近していることから分かるように，  

地価の卒で人口減少率を説明できる程度は非常に高いといえる（決定係数は  

0．877）。  

普通建設事業費に占める用地取得費の比率の推移  

昭和58 59 60 61 62 － 63 平成元 2  3  4・ 5（年度）   

t㊥東京都（全市区町村）における用地取得費比率   

一ムー全国の市町村における用地取得費比率   

一一口一束京都における全用途平均地価（指数：昭和58年＝100，右目盛り）  

資料：国土庁作成。   
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資料－10  
総合土地政策推進要綱の実施状況について  

要綱の項目  施 策 の 実 施 状 況  

第2 首都機能，都  

市・産業機能の  

分散  

・「匡Ⅰ会等の移転に関する法律」公布・施行（4年12月）  

・国会等移転調査会を設置（5年4月第1回会合）  

・「地方換点都市地域の整備及び産業業務施設の好配置の促進に  

関する法律」を施行（4年8月）  

・「大阪湾臨海地域開発整備法」施行（4年12月）  

第3 土地取引規制  

等  

第4 土地利用計画  

の整備・充実  

・監視区域制度の的確な運用  

・「監視区域制度の的確な運用について」通達を勘11（5年11月）  

イ監視区域制度の機動的な運用について」通達を党朝（6年12月）  

・「都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律」施行（5  

年6月）  

○用途地域制度の整億（用途地域8→12，特別用途地区の拡充   

等）  

○誘導容積制度の導入●  

○地区計画制度の拡充  

・大都市地域土地計画利用推進協議会の設置（6年9月）  

第5 住宅・宅地供  

給の促進等  

・大都市法に基づき国による三大都市圏における住宅及び住宅地  

の供給基本方針の策定（3年3月）  

・都府県による供給計画の策定（3年8月－9月）及び宅地開発  

協議会の開催（3年9月－）  

：「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律」施行（5年7  

月）  

・定期借地権の創設等を内容とする借地借家法の施行（4年8月）  

第6 土地の有効利  

用の促進等  

・「農住組合法の一部を改正する法律」施行（3年5月）  

・「農住組合法の一部を改正する法律」施行（6年6月）  

・「生産緑地法の一部を改正する法律」施行（3年9月）  

〔≡大都市圏の特定市の市街化区域内農地の約3剥が生産緑地  

地区に指定（4年12月末））  

・㈲都市農地活用支援センターの設立（3年10月）  

・「公有地の拡大の推進に関する法律等の一部を改正する法律」  

施行（4年9月）  

・東京都心部土地有効利用促進協議会の設置’（6年2月）  

・大都市地域土地計画利用推進協議会の設置（6年9月）  

第7 土地関連融資  

規制  

・「貸金業の規制等に関する法律」の改正（3年9月施行）  

・不動産業向け融資の総量規制を平成3年未をもって解除すると   

ともに．総量規制の効果的発動の仕組み（いわゆるトリガー制  

度）の創設（ただし，6年2月に適用を停止）  

第8 土地に関する  

負担の合理化  

・土地税別の総合的な見直し  

○地価税の創設（4年1月）  

○土地譲渡益課税の適正化（4年1月）  

○三大都市圏の特定市の市街化区域内農地に係る相続税の納税   

猶予の特例及び固定資産税の長期営農継続農地御＝空の廃止   

（′lrド1Jj．′1咋′l〃）  

○特別土地保有税の全般的見通し及び遊休土地に係る購朝土地   

保有税の創設（3年4月）  

○特定の事業用資産の買換え特例の縮減等ト1年1月）  

○不動産所得の損益通算の制限措置の創設（4年1月）  

第9 土地の適正な  

評価の推進  

・地価公示標準地数の増設（6年26．000地点，7年30，000地点）  

・四半期毎の短期地価動向調査の実施（4年1月）  

・土地の相続税評価について，平成4年分から，評価割合を地価  

公示価格水準の70％目途から80％程度に引上げ  

・固定資産税の土地評価について，平成6年度の評価替えにおい  

て，地価公示価格の7割程度を目標に均衡化・適正化を実施  

一国走資産税評価の平成6年度の評価替えにおいて仝標準地の路  

線価等を公開，平成9年度の評価替えにおいてはすべての路線  

価等を公開できるよう指導  

第10 土地に関する  

情報の整爛・充  

実  

策11土地に関する  

基本理念の普  

及・啓発  

・「土地基本調査」を実施（5年10～11月）  

く一国土庁土地局に土地情報課を新設（4年10月）  

・「土地月間」の実施（毎年4月）  

・（腑土地総合研究所を設立（4年3月）  

資料：国土庁作成による。   

注：原則として平成7年4月1日現在の実施状況である。   
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近畿圏のマンションの新規供給戸数  資料－11   

平成6年  平成7年   

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1112 1 2 3（月）   
資料：㈱不動産経済研究所「不動産経済調査月報」より国土庁作成  

注：1発売戸数は，月間の新規発売物件の戸数（リゾートマンション  

は含まない。）（左目盛り）。  

2 契約率は，各月の新規発売物件に対する契約率（右目盛り）。  

3 地域区分は次のとおりである。  

近畿圏：2府4県（兵庫県，大阪府，京都凧奈良県，滋賀県，  

和歌山県〉  

阪神間：尼崎市，西宮市，芦屋市，宝塚市，伊丹市，川西市   



r■【′【－ 、  
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資料－12  賃貸住宅情報誌への掲載物件数  

平成6年 平成7年  

12／27   1／17   1／31   2／14  2／28  3／13  

資料：㈱リクルート「週刊住宅情報（関西版）」より国土庁作成   

注：地域区分は，同誌による区分である。  

1大阪市内地域  6 東大阪・奈良・三重地域  

2 北摂地域  7 京阪地域  

3 阪神地域  8・．京都・滋賀地域  

4 神戸市以西地域  0・総計  

（神戸市を含む）  

5●南大阪・和歌山地域   
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資料－13  主な土地対策  

主 な 土 地 対 策  年  月  

国土庁長官及び東京都知事「束京都心の地価高騰対策」を決定  

地価対策関係閣僚会議設置  

金融機関に対する特別ヒアリングの実施  

監視区域制度創設（国土利用計画法改正）  

超短期重課制度の導入  

「当面の地価等土地対策に関する答申」（臨時行政改革推進審議会）  

「緊急土地対策要綱」閣議決定  

金融機関に対する特別ヒアリングの強化  

土地対策関係閣僚会議設置  

居住用財産の買換特例の原則廃止  

「地価等土地対策に関する答申」（臨時行政改革推進審議会）  

「総合土地対策要綱」閣議決定  

金融機関に対する一層の指導・貸金業者に対する自主的措置要請  

土地基本法成立  

国土利用計画法改正（投機的取引の抑制・遊休土地の利用促進）  

不動産業向け融資の総量規制実施  

政府税制調査会に土地税制小委員会設置  

監視区域制度の厳正・的確な運用を要請  

大都市法改正  

土地政策審議会答申  

政府税制調査会答申  

「総合土地政策推進要綱」閣議決定  

土地譲渡益課税の適正化・特別土地保有税の全般的見直し・生産緑地法改  

正  

地価税の創設  

貸金業規制法改正  

借地借家法の制定  

不動産業向け融資総量規制の解除（いわゆるトリガー方式の採用）  

土地税制改革における諸措置の施行  

都市計画法及び建築基準法改正（用途地域の細分化：8－サ12）  

三大都市圏特定市の市街化区域内農地について都市計画上保全する農地と  

宅地化する農地とに区分  

監視区域制度の弾力的運用（通達）  

トリガー方式の適用の停止  

監視区域制度の機動的運用（通達）  

11  

63． 3  

6  

平成元．10  

12  

2． 4  

10  

3．1  

3  

5  

6  

9   

12  

4．1  

6   

12  

5．11  

6． 2  

6．12  

資料：国土庁作成による。   
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資料－14  
法人の業種別土地所有状況  

土地所有  
業．  種  法人．数   当たり面積  

（％）   r山う   

農林漁業   6，940   二 45－．4  3，3由  487，778   

鉱業   1，600   49．8．   212  132，204   
建硬業   91，130   33．7 1，332   14，620   

パルプ，紙，紙加工製造業   4，630   33．0   2，651   572，604   

鉄鋼業，非鉄金属製遺業   16，610   33．3   447   26，925   

その他製造業   103，040   36．8   2，914   28，280   

総合商社   93．8   71  474，987   

百貨店   ．280   82．4   8   29，636   

その他の卸売業，小売業   ，131，660   27．8   1，729  13，132   

飲食業   12，580   20．0   81   6，404   

金融業   3，650   40．3   91  24，911   

保険業   1，230   18．2   41   33，469   

不動産業（賃貸を含む）   ・43，830   47．9   2，256   51，480   

運輸業，通信業   19，620  40．2   ・1，625   82，811   

電気業，ガス業，熱供給業，水道業   240   85．7   1，010  4，210，138   

サービス業   166，530   39．8   8，010   48，100   
し  

計   603，950  34．6   25，891   42，869   

資料：国土庁「土地基本調査法人調査」による。   

注：「所有1法人当たり面積」一土地を所有している1法人当たりの面積  

「会社以外の法人」も業種別に含まれている。  

資料－15  法人の組織形態別土地所有状況  

土地所有  
組 織 形 態  法人数   当たり面積  

（％）   （揖）   （ポ）   

1株式会社   345，270   41．2   16，450   47，644   

上場している株式会社   2，190   99．5   6，089  2，780，400   

上場していない株式会社   343，080   41．1   10，361   30，200   

2有限会社   136，610   19．4   1，215   8，892   

3合名会社，合資会社，相互会社   9，－300   36．3   186   19，992   

4会社以外の法人   112，780   64．0   8，040   71，291   

社会福祉法人   7，370   50．6   131   17，763   

学校法人   7，500   85．6   474   63，189   

医療法人   4，600   30．8   36   7，850   

宗教法人   65，010   85．9   2，791   42，931   

各種協同組合   15，040   58．8   1，368   90，931   

その他の「会社以外の法人」＊   12，220   35．8   2，957  241，945   

計   603，950   34．6   25，891   42，869   

資料：資料－14に同じ。  

＊「その他のF会社以外の法人j」には特殊法人などが含まれ－る。   
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資料－16  世帯の所在地別にみた現住居敷地所有世帯率  

（平均53，8％）   
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資料－17  世帯の所在地別にみた現住居敷地山タtの土地所有世帯率  

（平均23，4％）   
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建物敷地の利用現況面守乳件数及び割合  

社宅・宿舎194knf3．5％  

資料－18  

0 10  20  30  40  50 60  70  80  90   

資料：図表1ト2－1に同じ。  

100  

資料－19  建物敷地以外の利用現況面積，件数及び割合  

資材置き場169kn子4．8％   

乙631kポ  

246千件  
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